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独立行政法人国立公文書館の平成16年度の業務実績に関する項目別評価表

平成17年 月 日
内閣府独立行政法人評価委員会国立公文書館分科会決定

評 価 項 目 評 価 基 準 実 績 自 分科会評価
中期計画の各項目 （16年度計画の各項目） 指 標 己 評 価 理 由

（記載事項） 評
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 価 指標 項目

１ 業務運営の効率化に関する目 １ 業務運営の効率化に関する目
標を達成するためにとるべき措 標を達成するためにとるべき措
置 置
以下の事項に計画的に取り組 平成16年度は、中期目標期間の
むことにより、業務運営の効率 終了年度に当たるが、当該目標
化を図り、歴史資料として重要 の達成のため定めた中期計画及
な公文書その他の記録（現用の び年度計画に従い、前３年度の
ものを除く。以下「歴史公文書 業務実績を踏まえ、同計画に掲
等」という。）の受入れから一 げた事項の確実な実施に努める
般の利用に供するまでの期間を こととする。このため、前３年
現行のおおむね１年２か月から 度同様、各業務分野ごとに可能
１年以内に短縮するとともに、 な限りの数値目標を盛り込んだ
これにより、当該作業に係る歴 具体的執行計画を策定し、四半
史公文書等１冊当たりの経費を 期ごとにその達成状況を把握し
１０パーセント削減する。 て、その的確な推進を図る。

(1) 民間委託の促進 (1) 民間委託の促進 ・民間委託に関するコス ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・別表１のとおり Ａ
歴史公文書等の適切な保存 ト、委託先選定方法、 会委員の協議により判定する。

のための目録の作成等に際し、 継続契約期間、品質管

民間委託の促進を図る。 理方法の妥当性

・民間委託の促進が、実 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・目録作成及びマイクロ撮影 Ａ
質的に効果を挙げてい 会委員の協議により判定する。 業務については、前３年度
るかどうか。 に引き続き、つくば分館に

おけるパート職員を活用し
た結果、9,075冊の目録を作
成するとともに、約90万7千
コマの撮影を行った。
詳細は報告書31頁「④目

録の作成業務等」、46頁「イ
つくば分館における撮影等」
に記述。

① 平成15年度に改訂した目録 ・マニュアルに基づく目 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・パート職員による目録作成 Ａ
作成等のマニュアルに基づ 録作成作業の円滑化の 会委員の協議により判定する。 は「業務マニュアル」を活

き、パートタイマーによるよ 程度 用して、受入れから目録の

り効率的かつ的確な目録の作 ・必要に応じたマニュア 作成までの業務をつくば分

成を図る。また、当該マニュ ル改訂の状況 館において統一的に正確か

アルについては必要に応じ更 つ効率的に処理した。

なる改訂を行う。 ・平成16年度に受け入れた歴
史公文書等及び民事判決原
本は、12月までに目録原稿
の作成をすべて完了した。
また、くん蒸ガスの変更に
伴い、操作方法等について
「業務マニュアル」を改訂
した。
詳細は報告書29頁「(2)業
務の実施体制」及び30頁「(3)
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受入れから排架までの業務」
に記述。

② マイクロフィルム撮影機 ・マイクロフィルム撮影 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・つくば分館において、4台の Ａ
（４台）を前年度に引き続き 機の活用状況 会委員の協議により判定する。 マイクロ撮影機を効率的に

年度を通して活用するととも 活用し、歴史公文書等のマ

に、平成14年度に作成したマ イクロフィルム化を進めた。

イクロフィルム撮影マニュア 2,425冊約90万7千コマの撮

ルに基づき、パートタイマー 影を行った。

による公文書等のマイクロフ 詳細は報告書46頁「イつ

ィルム撮影を進める。 くば分館における撮影等」
に記述。・

・パートタイマーによる ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・撮影者4名、現像・検査担当 Ａ
マイクロフィルム撮影 会委員の協議により判定する。 者1名及び撮影前・後処理担
の進捗状況 当パート職員を1日平均3名

で稼動できる体制で2,425冊
約90万7千コマのマイクロフ
ィルムの撮影を行ったほか、
撮影のための軽修復2,087冊
を行った。

(2) 業務執行体制の見直し (2) 業務執行体制の見直し ・研究連絡会議の開催状 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・各専門官等が実施する調査 Ａ
歴史公文書等の受入れ及び 館の中核的業務を担うアーキ 況 会委員の協議により判定する。 研究課題、移管事務の進捗

保存に係る業務を同一部署の ビストとしての公文書専門官 状況、春・秋の特別展、国

下で一元的に行う。 ・公文書研究官の積極的な調 際会議参加報告等多様なテ

査研究活動の促進を図るとと ーマについて活発な論議を

もに、前年度に引き続き研究 行ったほか、外部有識者を

連絡会議を通じ、歴史資料と 講師に招いての意見交換を

して重要な公文書その他の記 ３回実施した。

録（現用のものを除く。以下 ・研究連絡会議における調査

「歴史公文書等」という。）の 研究活動の結果、アーキビ

移管、保存、公開審査、利用、 ストとしての素養、資質の

修復等に関する諸問題につい 向上が図られるとともに、

て、広く館の職員の間で自由 職員間の共通認識の形成が

闊達な意見交換と協議決定を 図られた。

行う。また、同会議について ・理事が主宰し、専門官、研

は、必要に応じ外部有識者を 究官及び総務課・業務課等

招へいし、勉強会を開催する の課長補佐等がメンバーと

等の充実を図る。 して、また、館長以下職員

さらに、館が実施する研修及 がオブザーバーとして出席

び展示会並びに研究紀要「北 し、計１１回開催した。

の丸」等の編集刊行業務につ 詳細は報告書１０頁「②

いても、同会議において検討 ロ研究連絡会議の開催」に

する。 記述。
《資料2－2参照》

・外部有識者との勉強会 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・内閣官房内閣参事官から「政 Ａ
の開催状況 会委員の協議により判定する。 府におけるIT戦略の現状と

課題」について説明を聴取
するとともに意見交換を行
った。

・政策研究大学院大学伊藤隆
教授から「個人文書の現状
と課題」について意見を聴
取するとともに意見交換を
行った。

・平成１７年４月から施行さ
れる個人情報保護法の趣旨
を踏まえ、館として具体的
な対応方策を検討すべく、
総務省行政管理局から「個
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人情報保護法の概要」につ
いて説明を聴取するととも
に、当館の専門官から「国
立公文書館における自己を
本人とする個人情報の利用
について」の提案を行った。
これを受け、東京大学大学
院宇賀克也教授から「本人
情報の自己開示請求、開示
の実施方法、訂正請求等」
について詳細な説明及び具
体的意見が提示され、館と
しての個人情報のあり方に
ついて意見交換を行った。
詳細は報告書１０頁「②

ロ研究連絡会議の開催」に
記述。
《資料2－2参照》

・研修、展示会、編集刊 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・館内に設置された「専門職 Ａ
行業務についての検討 会委員の協議により判定する。 員（アーキビスト）等の人
状況 材養成充実強化に関する検

討ワーキンググループ」に
おける今後の研修のあり
方、海外アーキビスト招へ
いによる研修、多様な研修
方法の開発等の検討状況に
ついて逐次報告を行い、議
論が交わされた。
・春・秋の特別展のテーマ、
展示内容、講演会の開催等
について活発な議論を行っ
た。
・「北の丸」に掲載予定の論
文テーマ及び全体の構成に
ついて、意見交換を行った。
詳細は報告書１０頁「②

ロ研究連絡会議の開催」に
記述。
《資料2－2参照》

(3) 受け入れた歴史公文書等の ・受け入れた歴史公文書 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・歴史公文書等の種類別の検 Ａ
処理状況 等の処理状況 会委員の協議により判定する。 証及び目録作成業務の難易
歴史公文書等の１冊当たりの 度を単価に反映した結果、
処理経費については、平成13年 １冊当たりの経費について
度及び平成14年度の処理状況か 一般行政文書は１８．７％
ら歴史公文書等の種類等によ 減、民事判決原本は２９．
る目録作成業務の難易度の違 ９％減と、いずれも目標値
いに応じて大きく差異が生じ の１０％を上回る削減が図
ることが判明した。 られた。
このため、前３年度の処理状 ・詳細は別表２のとおり。
況を踏まえ、歴史公文書等の
種類ごとの特性等も検証しつ
つ、中期目標の達成に向けて
更なる努力を行う。

２ 国民に対して提供するサービ ２ 国民に対して提供するサービ
スその他の業務の質の向上に関 スその他の業務の質の向上に関
する目標を達成するためにとる する目標を達成するためにとる
べき措置 べき措置
館は、歴史公文書等に記録さ
れている内容を将来にわたって
一般の利用に供し得る状態に保
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つための措置を講ずることを最
重点課題としつつ、以下に掲げ
る事項に取り組む。

(1) 歴史公文書等の受入れ、保 (1) 歴史公文書等の受入れ、保
存、利用その他の措置 存、利用その他の措置
① 受入れのための適切な措 ① 受入れのための適切な措
置 置
国の行政に関する歴史公
文書等並びに立法府及び司 ⅰ）新しい移管の仕組みによ ・改善方策の検討状況 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・平成16年度中に保存期間が Ａ
法府が保管する歴史公文書 り行われた前３年度の移管 会委員の協議により判定する。 満了する公文書等について

等について、その円滑な受 実績を踏まえ、歴史公文書 は、協議が終了するまで廃

入れを行うため、内閣総理 等のより的確な移管につい 棄しないよう依頼する公文

大臣の求めに応じ、当該歴 て、更なる改善方策を検討 書を従来の課長名から大臣

史公文書等の重要性を評価 する。 官房長名に格上げして発信

するとともに、上記１(2)に し、保存の徹底を強化した。

より業務執行体制の見直し ・移管基準改訂のための「移

を行う。 管に関する主管課長会議」
を特別に開催し、移管基準
改正案について協議した。

ⅱ）平成15年度に取りまとめ ・資料集の充実状況 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・「公文書移管関係資料集」、 Ａ
た、保存期間が満了した行 会委員の協議により判定する。 「歴史公文書等の移管」及

政文書の館への移管の適否 び移管実績を踏まえた説明

を判断するための資料集 資料を作成し、すべての移

を、移管実績を踏まえて充 管対象機関に配布した。

実させるとともに、関係行 詳細は報告書２４頁「③

政機関に資料集を配布し、 各府省等に対する説明会の

移管の趣旨の周知を図る。 実施等」に記述。

・資料集の関係機関への 実施済 未実施 実施済み Ａ
配布 ・「公文書移管関係資料集」を

３００部、「歴史公文書等の
移管」を６００部作成し、
各府省等への説明会及び国
の機関の文書主管課職員等
に対する講習会等で配布し
た。

ⅲ）歴史公文書等の移管の趣 ・関係行政機関への説明 実施済 未実施 実施済み Ａ
旨の徹底を図るため、関係 会の実施 ・館長が内閣府企画調整課長

行政機関に出向いての説明 を同行し、各府省事務次官

会、本館・分館の施設見学 等に対し直接移管の重要性

会及び海外のアーキビスト について説明し、理解を求

等を招へいしての講演会等 めるとともに移管促進の要

を実施する。 請を行った。（１７機関の事
務次官等）

・各府省等文書主管課職員等
の歴史公文書の移管に対す
る理解を深めるため、専門
官等が各府省等１８機関に
出向き、説明会を実施した。
３６５名の参加があった。
詳細は報告書２３、２４

頁「②各府省庁事務次官等
への移管の要請」、「③各府
省等に対する説明会の実施
等」に記述。

・施設見学会の実施 実施済 未実施 実施済み Ａ
・館への理解を促進するため、
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各府省等文書主管課職員等
を対象とした本館及びつく
ば分館の研修・見学会を開
催し４０名の参加があった。
特に平成１６年度は、移

管に関する主管課長会議メ
ンバーによる本館の見学会
を実施し、14名の参加があ
った。
詳細は報告書２４頁「③

各府省等に対する説明会の
実施等」４５頁「(6)国立公
文書館の見学」に記述。

・海外のアーキビスト等 実施済 未実施 実施済み Ａ
を招へいしての講演会 ・１１月に開催した海外アー
等の実施 キビストを招へいしての講

演会に各府省等の文書主管
課職員を始め、関係機関・
団体等から約２００名の参
加があった。
この内容を取り上げた「ア
ーカイブズ」特集号を各府
省等に配布して諸外国の状
況の紹介に努めた。
詳細は報告書２４頁「④

海外アーキビストを招へい
しての講演会の開催」に記
述。

ⅳ）「平成15年度公文書等移 ・移管計画（6,815ﾌｧｲﾙ（内 １００ ７５％ ２５％ ２５％ 100％以上終了 Ａ
管計画」等に従い、館の効 訳：3,751冊、4,239ﾌｧｲ ％以上 以上 以上 未満 15年度計画に基づいて各府
率的な運営を考慮しつつ、 ﾙ、23件、24,091枚)） １００ ７５％ 省等から6,815ﾌｧｲﾙを受入
関係行政機関と調整の上、 に対する歴史公文書等 ％未満 未満 れるとともに、17年度受入
歴史公文書等の円滑かつ計 の受入れ状況 れ予定の民事判決原本（東
画的な受入れを行う。 京大学３年分割の１年目）

3,066冊についても前倒し
して受入れた。
詳細は報告書30頁「(3)

受け入れから排架までの業
務」に記述

② 保存のための適切な措置 ② 保存のための適切な措置
ⅰ）既に館が保存してい
る歴史公文書等につい ⅰ）(1)①ⅳ）により受け入 ・受け入れた歴史公文書 １００ ７５％ ２５％ ２５ 100%以上終了 Ａ
て、その作成機関、作 れた歴史公文書等につい 等のうち必要な措置を ％以上 以上 以上 ％未満 ・受入れた歴史公文書等は、

成年代、用紙の種類、 て、紙等の劣化要因を除去 講じた歴史公文書の割 １００ ７５％ くん蒸、簿冊ラベルの作成

記録手段の種別等に応 するために必要な措置を講 合 ％未満 未満 ・貼付を行い、書庫に排架

じた劣化状況の調査を じた上で、温湿度管理ので し、一連の作業を終了した。

行い、これにより科学 きる適正な保存環境の専用 詳細は報告書30頁「(3)受

的に把握した劣化要因 書庫に、簿冊の製本形態に 入れから排架までの業務」

に応じた保存対策方針 応じた適切な排架を行い保 に記述。

を平成14年度に確定し、 存する。
順次、必要な修復、媒 ・専用書庫の環境状況、 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・書庫の温湿度管理(定温22℃ Ａ
体の変換等の措置を講 管理体制 会委員の協議により判定する。 前後・定湿55%前後)、火災

ずる。 対策、光対策を図った。
・15年度に行われた書庫環境
調査結果に基づき空気調和
機のフィルター交換を行っ
た結果、書庫内の環境が改
善された。

・展示ケース及び閲覧室につ
いても温湿度計測を実施し


